介護保険法施行令第１１条の２第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（元号）　　年　　月　　日
愛知県知事　殿

住　所
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名（法人名及び代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者が下記のいずれにも該当しない者であることを誓約します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

	【介護保険法施行令第１１条の２第２項】

一　申請（要介護認定調査事務に係る申請の場合に限る。）に係る事務所の介護支援専門員の人員が、介護保険法施行規則（以下「規則」という。）第３４条の７で定める員数を満たしていないとき。
二　申請者が、規則第３４条の８から第３４条の１３までに規定する法第２４条の２第１項各号に規定する事務（以下「受託事務」という。）の運営に関する基準に従って適正な受託事務の運営をすることができないと認められるとき。
三　申請者が、法第２３条に規定する居宅サービス等を提供しているとき。ただし、要介護認定調査事務に係る申請に係る事務所の所在地の市町村に要介護認定調査事務に係る指定市町村事務受託法人がない等の特別の事情があると都道府県知事が認めたときは、この限りではない。
四　申請者が、法及び令第３５条の２各号に掲げる法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
五　申請者が、令第１１条の５第１項または令１１条の１０の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者であるとき。
六　申請者が、令第１１条の５の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に令第１１条の３第１項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
七　申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等又は受託事務に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。
八　申請者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）又はその事務所を管理する者その他の政令で定める使用人（以下「役員等」という。）のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。
イ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
ロ　第４号又は前号に該当する者
ハ　令第１１条の５第１項または令１１条の１０の規定により指定を取り消された法人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日前６０日以内にその役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないもの
ニ　第６号に規定する期間内に令第１１条の３第１項の規定による事業の廃止の届出をした法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）において、同号の通知の日前６０日以内にその役員等であった者で当該届出の日から起算して５年を経過しないもの


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
